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は じ め に
　わが国の相対的貧困率は₁₅.₆％（₂₀₁₅年）であり，僅かながらではあるが前回公表（₂₀₁₂年）の
₁₆.₁％から改善している．また，ひとり親世帯（子どもがいる現役世代のうちの大人がひとりの世帯）
の相対的貧困率もまた，前回の₅₄.₆％から₅₀.₈％へと改善している．とはいえ，過半のひとり親世
帯が貧困状態にあることは看過できることではない．ひとり親世帯の貧困問題は，とくに母子世
帯において深刻である．厚生労働省「ひとり親家庭等の現状」（₂₀₁₇年）によれば，母子世帯の平
均就労年収は₁₈₁万円で，このうち雇用者の₅₇％を占める非正規雇用に限ってみれば₁₂₅万円であ
り，これは ₁ か月あたり₁₀万円ほどでしかない（父子世帯の平均就労年収は₃₆₀万円で，非正規雇用
に限ってみれば₁₇₅万円）．また，厚生労働省「平成₂₈年国民生活基礎調査」によれば，母子世帯の
うち，生活が「苦しい」（「大変苦しい」と「やや苦しい」を合わせた割合）と回答した割合は₈₂.₇％
で，全体世帯の₅₆.₅％を大きく上回っている．
　このように統計資料からは多くの母子世帯が，母親の就労が不安定であることを背景に生活困
窮に陥っていることが確認できる．本来，賃金だけで生活費を賄うことができなければ，不足分
は社会保障給付によって補われることにより，健康で文化的な生活が実現されなければならない．
現行では，ひとり親世帯等の児童のいる世帯には児童扶養手当が支給されているが， ₈ 割を超え
る世帯で「生活が苦しい」と感じている．ということは，児童手当を含めて児童扶養手当等の社
会手当制度は，ひとり親世帯の経済的負担を軽減しているが，健康で文化的な生活を達成できる
ようなレベルにはないことを意味している．そもそも児童扶養手当法の法目的とは，「（ひとり親世
帯等の）児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与する
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」ことと示されており，安定
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₁．最低生計費調査にみるシングルマザー世帯の生活実態
₂．シングルマザー世帯の最低生計費――北海道調査による試算
₃．シングルマザー世帯が自立するために
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した生活や自立を保障する
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と定められてはいないので当然と言えば当然である．しかしながら，
ひとり親世帯の貧困がこれだけ深刻な状態にあるのに，諸制度が問題を解決の方向に向かわせて
いないのであれば，現在の賃金雇用システムや社会保障のあり方が問われなければなるまい．
　本稿の目的は，ひとり親世帯，とくにシングルマザー世帯の自立の条件を探ることにある．そ
の際に，₂₀₁₅年から全国各地で主に労働組合が主体となって実施されている最低生計費試算調査
の結果を活用している．本調査は，健康で文化的な生活＝普通の暮らしに必要な費用をマーケッ
ト・バスケット方式（全物量積み上げ方式）により試算した調査であり，筆者は分析担当者として
携わっている．諸調査からひとり親世帯のデータをピックアップし，シングルマザー世帯の生活
実態を明らかにするとともに，あわせてシングルマザー世帯の自立に必要な費用を示したい．そ
のうえで，その費用を賄うための賃金や社会保障の在り方について考察する．
₁．最低生計費調査にみるシングルマザー世帯の生活実態
（ 1）最低生計費試算調査の概要
　最低生計費試算調査は，佛教大学の金澤誠一氏の監修のもとで，₂₀₀₆年の京都調査に始まり，首
都圏調査（₂₀₀₈年実施），東北地方調査（₂₀₀₉年実施），近年では₂₀₁₇年の大阪府堺市調査と継続し
て実施されてきた調査で，算定方法としてマーケット・バスケット方式（全物量積み上げ方式）が
採用されていることが特徴である．調査対象は，主に全国労働組合総連合（全労連）加盟の地域組
織や単産の労働組合員であり，「生活実態調査」と「持ち物財（手持ち財）調査」からなる調査票
を配布し，生活パターンや持ち物財の数量などを調べ，このデータをもとに世帯類型ごとに健康
で文化的な生活を送るために必要な費用を算出している．
　筆者もこの調査方法および調査対象を，若干の修正を加えながらも基本的には踏襲し，₂₀₁₅年
には新潟県，静岡県，愛知県にて，₂₀₁₆年には北海道，東北地方，埼玉県にて，それぞれ実施さ
れた諸調査の分析を担当した（表 ₁ 参照）．本章では，一連の諸調査のデータからシングルマザー
世帯をピックアップして，その生活実態をみていく．
表 1　₂₀₁₅～₂₀₁₆年に実施された最低生計費試算調査のサンプル数および回収率
調査地域 サンプル数 回収率（％） 実施年
新潟県調査 ₇₁₅（ ₂ ） ₂₄ ₂₀₁₅年
静岡県調査 ₁,₆₇₀（₁₆） ₄₂ ₂₀₁₅年
愛知県調査 ₉₉₉（ ₉ ） ₂₅ ₂₀₁₅年
北海道調査 ₁,₂₁₇（₂₈） ₃₀ ₂₀₁₆年
東北地方調査 ₁,₈₄₀（₂₄） ₃₁ ₂₀₁₆年
埼玉県調査 ₅₉₇（ ₇ ） ₂₀ ₂₀₁₆年
　注）サンプル数の括弧内の数字は主たる生計維持者である₄₀代母親と未婚子からなる世帯
ひとり親世帯の自立（中澤） 103
（ 2）分析対象としたシングルマザー世帯
　本章において分析対象としたのは，各調査において世帯構成を「あなたと未婚子」と回答した
ケース（合計で₁₀₂ケース）のうち，子どもがまだ教育機関に在籍しており，主に母親の収入で生
計を維持している₄₀代シングルマザー世帯＝₈₆ケースである（内訳は表 ₁ の全体のサンプル数の後
にある括弧内の数字）．₄₀代シングルマザーに限定したのは，「あなたと未婚子」の全ケースのなか
でサンプル数がもっとも多く典型的であると考えたからである．
　大まかな分析対象世帯の特徴を把握するために，就業形態および世帯年収の分布を確認してお
く（表 ₂ ，図 ₁ ）．全体の約 ₃ 分の ₁ に非正規労働者の割合がとどまるのは，調査対象の多くが労
働組合員であることに起因する．たとえば，パートタイム労働者の推定組織率は₇.₉％，全労働組
合員に占めるパートタイム労働者の割合は₁₂.₂％であり，非正規労働者にとって労働組合は身近な
存在となっていない₁）．それでも非正規労働者の割合は，今回の調査において他の世帯類型が ₁ ～
₂ 割にとどまることと比較すると格段に高く，シングルマザー世帯がより不安定な就業に就いて
いることは労働組合員の場合であってもそうであることが確認できる．また，分析対象となった
シングルマザー世帯の年収分布は，₅₀₀万円台が最も多く₁₇.₄％であった．この階層には医療およ
び地方公務員の業種で働くシングルマザーが多く属していた．次いで割合が高かったのが₂₀₀万円
台前半（この階層は統計調査におけるシングルマザー世帯の平均収入と一致）であり，年収が二極化
していることが確認できる₂）．
₁）　厚生労働省「平成₂₉年労働組合基礎調査の概況」
₂）　シングルマザー世帯の収入は，ふたり親世帯やシングルファーザー世帯と比較すると，バラツキが大
きいことが統計で確認されている．周（₂₀₁₄），₄₇ページ．
度数 ％
正規 ₅₅ ₆₄.₀
臨時 ₉ ₁₀.₅
非常勤 ₂ ₂.₃
嘱託 ₄ ₄.₇
契約 ₁ ₁.₂
常勤パート ₁₀ ₁₁.₆
短時間パート ₃ ₃.₅
無職 ₁ ₁.₂
その他 ₁ ₁.₂
合計 ₈₆ ₁₀₀.₀
表 2　分析対象（₄₀代シングルマザー）の雇用形態
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（ 3）シングルマザー世帯の暮らし向き
　次節では，₄₀代シングルマザー世帯（子どもが学校に通っていて母親が主な生計維持者となってい
る）＝₈₆ケースを世帯年収によって ₅ つの階層に分けて，日常生活における余暇活動や人付き合い
等の文化的な部分にどのような違いがあるのかをみていく．年収階層は，シングルマザー世帯の
平均的年収に満たない「₂₀₀万円未満」，（後述する）シングルマザー世帯の最低生計費試算（札幌
市在住）における年収設定額に近い額を上限とした「₂₀₀～₃₅₀万円未満」，今回の調査対象の年収
の最頻値＝「₅₀₀～₆₀₀万円未満」の手前までの「₃₅₀～₅₀₀万円未満」，最頻値を含む「₅₀₀～₈₀₀万
円」，それ以上の「₈₀₀万円以上」の ₅ つの階層に分けている．
　詳細の前に，年収と暮らし向きの実感との関係を確認しておくと，年収が低い層ほど「苦しい」
「やや苦しい」の割合が高くなり，とくに「₂₀₀万円未満」は ₉ 割を超えている（表 ₃ 参照）．とは
いえ，₅₀₀万円以上でも家計が苦しいと感じている層が存在する．これは，子どもが大学や専門学
校などの高等教育機関に通っていて（あるいは現在は高校生であるが，将来の学費に備えて蓄えてい
るがために），教育費が負担になっていることが考えられる．単純に世帯年収だけでは，暮らし向
きの実感は測れないということであろう₃）．
　年収と住宅との関係はどうなっているのだろうか（表 ₄ 参照）．これまで実施されたどの最低生
計費調査では，若年単身世帯を除くと持ち家率は少なくとも ₇ 割以上に達しているのだが，シン
グルマザー世帯に限定してみると ₄ 割を超える程度であった．シングルマザー世帯の苦しい生活
実態が把握できる．
　さいごに，負担に思っている家計項目については，全体では「教育」がもっと多く，次いで
「家賃」「電話代（携帯含む）」「食費」などが続いている（図 ₂ 参照）．教育費が大きな負担になって
₃）　日本学生支援機構『平成₂₆年度学生生活調査』によると，大学昼間部に自宅から私立大学に通う学生
の教育にかかる費用は ₁か月あたり₁₁万₂₀₀₀円ほど．
図 1　分析対象（₄₀代シングルマザー世帯）の年収分布　　（％）
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1.2 
3.5 3.5 
9.3 
15.1 
9.3 
4.7 
9.3 
7 8.1 
17.4 
3.5 
1.2 1.2 
3.5 
50
万
未
満
50
～
10
0
10
0～
15
0
15
0～
20
0
20
0～
25
0
25
0～
30
0
30
0～
35
0
35
0～
40
0
40
0～
45
0
45
0～
50
0
50
0～
60
0
60
0～
70
0
80
0～
90
0
90
0～
10
00
10
00
以
上
（万円）
ひとり親世帯の自立（中澤） 105
いることは子育て世代に共通しているが，持ち家率が低いシングルマザー世帯では「家賃」が負
担になっていることは特徴であろう．年収階層別に項目ごとの割合を示したものが，表 ₅ である．
「食費」や「家賃」は年収が低い層のほうが負担に思っている割合が高く，「教育」は逆に年収が
高い層のほうが負担に思っている割合が高い．どこにお金をかける・かけられるのか，同じシン
グルマザー世帯でも年収階層により違いがみられた．
表 3　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と暮らし向きのクロス
苦しい やや苦しい 普通
ややゆとり
がある
合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₁₁ ₃ ₁ ₀ ₁₅
₇₃.₃％ ₂₀.₀％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₁₃ ₉ ₃ ₀ ₂₅
₅₂.₀％ ₃₃.₃％ ₁₁.₁％ ₀.₀％ ₉₂.₆％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₆ ₁₂ ₃ ₀ ₂₁
₂₈.₆％ ₅₇.₁％ ₁₄.₃％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₇ ₆ ₄ ₀ ₁₈
₃₈.₉％ ₃₃.₃％ ₂₂.₂％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₀ ₂ ₁ ₂ ₅
₀.₀％ ₄₀.₀％ ₂₀.₀％ ₄₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₃₇ ₃₂ ₁₂ ₂ ₈₃
₄₄.₆％ ₃₈.₆％ ₁₄.₅％ ₂.₄％ ₁₀₀.₀％
注）無回答は除く（以下，同じ）
表 4　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と住居のクロス
戸建て
持家
マンショ
ン持家
戸建て
借家
アパ・
マン賃貸
公営住宅
公団・
公社賃貸
その他 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₆ ₁ ₂ ₅ ₁ ₀ ₀ ₁₅
₄₀.₀％ ₆.₇％ ₁₃.₃％ ₃₃.₃％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₆ ₁ ₂ ₁₀ ₂ ₂ ₂ ₂₅
₂₄.₀％ ₄.₀％ ₈.₀％ ₄₀.₀％ ₈.₀％ ₈.₀％ ₈.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₆ ₄ ₁ ₆ ₁ ₃ ₀ ₂₁
₂₈.₆％ ₁₉.₀％ ₄.₈％ ₂₈.₆％ ₄.₈％ ₁₄.₃％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₅ ₃ ₁ ₇ ₂ ₀ ₀ ₁₈
₂₇.₈％ ₁₆.₇％ ₅.₆％ ₃₈.₉％ ₁₁.₁％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₄ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₁ ₅
₈₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₂₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₂₇ ₉ ₆ ₂₈ ₆ ₅ ₃ ₈₄
₃₂.₁％ ₁₀.₇％ ₇.₁％ ₃₃.₃％ ₇.₁％ ₆.₀％ ₃.₆％ ₁₀₀.₀％
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（ 4）シングルマザー世帯の年収と人付き合い
　シングルマザー世帯の人付き合いはどうなっているのであろうか．表 ₆ は，年収と飲み会や会
食の頻度との関係を示したものである．飲み会やランチなど会食は，「₂₀₀～₃₅₀万円」を除き，ど
の年収階層でも割合が高いのが「ほとんどない」であり，年収を問わずあまり飲み会やランチに
行っていない実態がうかがえる．これは子育て世代は仕事と家庭生活の両立で忙しく（たとえば，
₄₀代夫婦＋未婚子のいる世帯の夫の回答でも「ほとんどない」が約 ₅ 割を占めていた），ひとり親であ
ればなおさらで，とても飲み会に行けるような時間的余裕がない事情が考えられる．表 ₇ は，忘
新年会・歓送迎会への参加頻度とのクロスである．ここでは，年収が高くなるほど参加頻度が高
くなる傾向がみられた．これは就業形態も関係していると考えられる．雇用形態別に参加頻度を
みると，「正規」でもっとも高くなっていた．正社員の場合，節目ごとの飲み会には参加を強く望
まれるために，普段の付き合いのようには断りにくい事情がある．いっぽう非正規労働者には，
職場のそのような席に参加を要請されることが少ないために頻度が低くなるのだろう．
表 5　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層別の負担に思っている家計支出の割合
食費 家賃 水道光熱 電話 自家用車 保険医療 教育 教養娯楽 交際費 税金 社会保険 ローン
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₅₃％ ₄₀％ ₂₇％ ₃₃％ ₁₃％ ₀ ％ ₂₀％ ₇ ％ ₇ ％ ₇ ％ ₇ ％ ₇ ％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₂₀％ ₂₈％ ₃₂％ ₂₈％ ₀ ％ ₁₆％ ₂₈％ ₀ ％ ₄ ％ ₁₂％ ₂₀％ ₂₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₃₈％ ₃₈％ ₁₉％ ₃₈％ ₀ ％ ₀ ％ ₃₈％ ₅ ％ ₀ ％ ₅ ％ ₅ ％ ₁₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₂₂％ ₂₈％ ₂₂％ ₁₇％ ₆ ％ ₀ ％ ₃₉％ ₆ ％ ₆ ％ ₆ ％ ₀ ％ ₄₄％
₈₀₀万円
以上
₀％ ₀％ ₀％ ₆₀％ ₂₀％ ₀ ％ ₄₀％ ₀ ％ ₀ ％ ₂₀％ ₂₀％ ₂₀％
図 2　₄₀代シングルマザー世帯の負担に思っている家計支出（ ₃つまで回答）　　　（度数）
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　つづいて，年収と冠婚葬祭への参加との関係を示したのが表 ₈ である．全体の過半が「ほとん
ど参加」であるのに，「₂₀₀万円未満」と「₅₀₀～₈₀₀万円未満」の階層で ₄ 分の ₁ 程度と低くなっ
ている．「₂₀₀万円未満」の層では，経済的な理由で「ほとんど参加」することができないのは理
解しやすい．「₅₀₀～₈₀₀万円未満」については，子どもが高校生以上であることが多く，今後の教
育費を含めてお金がかかるために出費を控えようとすることが，人付き合いに影響を及ぼしてい
る可能性がある．
表 6　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と飲み会や会食の頻度のクロス
ほとんど
ない
月に
₁～ ₂回
月に
₃～ ₄回
週に
₁～ ₂回
合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円未満
₇ ₇ ₀ ₁ ₁₅
₄₆.₇％ ₄₆.₇％ ₀.₀％ ₆.₇％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀万円未満
₉ ₁₁ ₂ ₃ ₂₅
₃₆.₀％ ₄₄.₀％ ₈.₀％ ₁₂.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀万円未満
₁₁ ₇ ₂ ₁ ₂₁
₅₂.₄％ ₃₃.₃％ ₉.₅％ ₄.₈％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀万円未満
₁₁ ₄ ₂ ₁ ₁₈
₆₁.₁％ ₂₂.₂％ ₁₁.₁％ ₅.₆％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円以上
₄ ₁ ₀ ₀ ₅
₈₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₄₂ ₃₀ ₆ ₆ ₈₄
₅₀.₀％ ₃₅.₇％ ₇.₁％ ₇.₁％ ₁₀₀.₀％
表 7　₄₀代シングルマザー世帯における年収階層と忘新年会・歓送迎会への参加頻度のクロス
₀回 ₁回 ₂回 ₃回 ₄回 ₅回 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₃ ₇ ₃ ₁ ₀ ₁ ₁₅
₂₀.₀％ ₄₆.₇％ ₂₀.₀％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₆.₇％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₃ ₅ ₇ ₆ ₂ ₂ ₂₅
₁₂.₀％ ₂₀.₀％ ₂₈.₀％ ₂₄.₀％ ₈.₀％ ₈.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₃ ₂ ₄ ₅ ₄ ₃ ₂₁
₁₄.₃％ ₉.₅％ ₁₉.₀％ ₂₃.₈％ ₁₉.₀％ ₁₄.₃％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₀ ₃ ₅ ₂ ₁ ₇ ₁₈
₀.₀％ ₁₆.₇％ ₂₇.₈％ ₁₁.₁％ ₅.₆％ ₃₈.₉％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₀ ₁ ₀ ₂ ₁ ₁ ₅
₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₄₀.₀％ ₂₀.₀％ ₂₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₁ ₄₅ ₆ ₁₃ ₁₆ ₂ ₈₄
₁.₂％ ₅₃.₆％ ₇.₁％ ₁₅.₅％ ₁₉.₀％ ₂.₄％ ₁₀₀.₀％
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　表 ₉ および表₁₀は，年収と贈り物等との関係である．お中元やお歳暮については，₄₀代夫婦＋
未婚子のいる世帯では「毎年送る」が ₃ ～ ₄ 割で，「送らないことにしている」が ₂ ～ ₃ 割という
結果と比較すると，シングルマザー世帯のほうが送る頻度が低くなっている．お見舞い・餞別・
お年玉は，同じく₄₀代夫婦＋未婚子のいる世帯では「機会があれば（あげている）」が ₇ ～ ₈ 割，
「無理してあげている」が ₁ ～ ₂ 割という結果と比較すると，シングルマザー世帯ではお見舞い・
餞別・お年玉をあげるのが負担になっていることがうかがえる．とはいえ，年収に関係なく「あ
表 8　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と結婚式や葬式への参加（年間）のクロス
ほとんど
参加
他の費目
を節約し
て参加
経済的に
無理な場
合がある
最近はほ
とんど呼
ばれない
参加しな
いことに
している
その他 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円未満
₄ ₂ ₃ ₅ ₁ ₀ ₁₅
₂₆.₇％ ₁₃.₃％ ₂₀.₀％ ₃₃.₃％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀万円未満
₁₆ ₁ ₄ ₂ ₁ ₀ ₂₄
₆₆.₇％ ₄.₂％ ₁₆.₇％ ₈.₃％ ₄.₂％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀万円未満
₁₆ ₁ ₄ ₂ ₁ ₀ ₂₄
₆₆.₇％ ₄.₂％ ₁₆.₇％ ₈.₃％ ₄.₂％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀万円未満
₅ ₀ ₅ ₇ ₀ ₁ ₁₈
₂₇.₈％ ₀.₀％ ₂₇.₈％ ₃₈.₉％ ₀.₀％ ₅.₆％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円以上
₄ ₀ ₀ ₁ ₀ ₀ ₅
₈₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₄₅ ₆ ₁₃ ₁₆ ₂ ₁ ₈₃
₅₄.₂％ ₇.₂％ ₁₅.₇％ ₁₉.₃％ ₂.₄％ ₁.₂％ ₁₀₀.₀％
表 9　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層とお中元・お歳暮の頻度とのクロス
毎年送る
かなり無
理をして
も送る
送ってく
れた人に
だけ送る
最近は
減らして
いる
経済的に
無理
送らない
ことにし
ている
その他 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₁ ₁ ₄ ₁ ₂ ₆ ₀ ₁₅
₆.₇％ ₆.₇％ ₂₆.₇％ ₆.₇％ ₁₃.₃％ ₄₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₅ ₀ ₂ ₅ ₆ ₆ ₁ ₂₅
₂₀.₀％ ₀.₀％ ₈.₀％ ₂₀.₀％ ₂₄.₀％ ₂₄.₀％ ₄.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₂ ₁ ₂ ₀ ₃ ₁₂ ₁ ₂₁
₉.₅％ ₄.₈％ ₉.₅％ ₀.₀％ ₁₄.₃％ ₅₇.₁％ ₄.₈％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₀ ₀ ₂ ₀ ₅ ₇ ₄ ₁₈
₀.₀％ ₀.₀％ ₁₁.₁％ ₀.₀％ ₂₇.₈％ ₃₈.₉％ ₂₂.₂％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₄ ₀ ₁ ₀ ₀ ₀ ₀ ₅
₈₀.₀％ ₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₇₁.₄％
合計
₁₂ ₂ ₁₁ ₆ ₁₆ ₃₁ ₆ ₈₄
₁₄.₃％ ₂.₄％ ₁₃.₁％ ₇.₁％ ₁₉.₀％ ₃₆.₉％ ₇.₁％ ₁₀₀.₀％
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表10　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層とお見舞いや餞別，お年玉の頻度とのクロス
機会が
あれば
無理をし
てあげて
いる
経済的に
余裕が
ない
あげる
機会が
ない
送らない
ことにし
ている
その他 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₉ ₂ ₀ ₃ ₁ ₀ ₁₅
₆₀.₀％ ₁₃.₃％ ₀.₀％ ₂₀.₀％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₁₁ ₁₀ ₂ ₁ ₀ ₁ ₂₅
₄₄.₀％ ₄₀.₀％ ₈.₀％ ₄.₀％ ₀.₀％ ₄.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₁₅ ₆ ₀ ₀ ₀ ₀ ₂₁
₇₁.₄％ ₂₈.₆％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₁₄ ₃ ₁ ₀ ₀ ₀ ₁₈
₇₇.₈％ ₁₆.₇％ ₅.₆％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₅ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₅
₁₀₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₅₄ ₂₁ ₃ ₄ ₁ ₁ ₈₄
₆₄.₃％ ₂₅.₀％ ₃.₆％ ₄.₈％ ₁.₂％ ₁.₂％ ₁₀₀.₀％
表11　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と近所付き合いとのクロス
顔を合わ
せない
あいさつ
程度
立ち話は
する
小包を預
かったり
する
一緒に何
かする
話し込む 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円
未満
₀ ₈ ₆ ₀ ₀ ₁ ₁₅
₀.₀％ ₅₃.₃％ ₄₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₆.₇％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀
万円未満
₁ ₁₃ ₁₀ ₀ ₁ ₀ ₂₅
₄.₀％ ₅₂.₀％ ₄₀.₀％ ₀.₀％ ₄.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀
万円未満
₁ ₁₆ ₂ ₁ ₁ ₀ ₂₁
₄.₈％ ₇₆.₂％ ₉.₅％ ₄.₈％ ₄.₈％ ₀.₀％ ₈₄.₀％
₅₀₀～₈₀₀
万円未満
₀ ₁₅ ₃ ₀ ₀ ₀ ₁₈
₀.₀％ ₈₃.₃％ ₁₆.₇％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円
以上
₀ ₃ ₁ ₁ ₀ ₀ ₅
₀.₀％ ₆₀.₀％ ₂₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₂ ₅₅ ₂₂ ₂ ₂ ₁ ₈₄
₂.₄％ ₆₅.₅％ ₂₆.₂％ ₂.₄％ ₂.₄％ ₁.₂％ ₁₀₀.₀％
げない」という選択肢がほとんど選ばれず，無理をしてでもあげているのは，人間関係を形成・
維持するためにそうせざるを得ない事情があると考えるべきだろう．
　さいごに，年収と近所付き合いとの関係をみてみると，年収に関係なく「あいさつ程度」が多
数派であった．ただ，年収が₃₅₀万円未満では「立ち話はする」の割合が高くなっており，年収が
少ない層のほうが近所付き合いの親密度が高まる傾向があるようである（表₁₁参照）．
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（ 5）シングルマザー世帯の年収と余暇
　図 ₃ は，休日の余暇活動を年収階層別に比較したものである．「休養」「家事育児」「ショッピン
グ」が上位 ₃ 位になるのは，どの子育て世代に共通しているのだが，優先順位に年収階層で違い
がみられる．「₅₀₀～₈₀₀万円未満」では「ショッピング」が ₂ 位，「₈₀₀万円以上」では「育児」が
最も多く，次いで「休養」「家事育児」「スポーツ」である．費用がかかる余暇活動は年収が高い
階層で選択されやすい傾向があることは，旅行の回数でもみられた（表₁₂）． ₁ 泊以上の旅行の頻
度は，年収が高くなるほど高くなっている．ただし，「₅₀₀～₈₀₀万円」の階層でも「 ₀ 回」が ₄ 割
近いのは，時間的余裕がないこと，教育費にお金かかっていること等が背景として考えられる．
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表12　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層と ₁泊以上の旅行の回数（年間）のクロス
₀回 ₁回 ₂回 ₃回 ₄回 ₅回 ₆回 ₁₀回以上 合計
年収階層
₅階層
₂₀₀万円未満
₈ ₆ ₁ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₁₅
₅₃.₃％ ₄₀.₀％ ₆.₇％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₂₀₀～₃₅₀万円未満
₉ ₉ ₇ ₀ ₀ ₀ ₀ ₀ ₂₅
₃₆.₀％ ₃₆.₀％ ₂₈.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₃₅₀～₅₀₀万円未満
₆ ₆ ₄ ₁ ₁ ₀ ₁ ₁ ₂₀
₃₀.₀％ ₃₀.₀％ ₂₀.₀％ ₅.₀％ ₅.₀％ ₀.₀％ ₅.₀％ ₅.₀％ ₁₀₀.₀％
₅₀₀～₈₀₀万円未満
₇ ₅ ₂ ₁ ₂ ₁ ₀ ₀ ₁₈
₃₈.₉％ ₂₇.₈％ ₁₁.₁％ ₅.₆％ ₁₁.₁％ ₅.₆％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
₈₀₀万円以上
₁ ₁ ₂ ₁ ₀ ₀ ₀ ₀ ₅
₂₀.₀％ ₂₀.₀％ ₄₀.₀％ ₂₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₀.₀％ ₁₀₀.₀％
合計
₃₁ ₂₇ ₁₆ ₃ ₃ ₁ ₁ ₁ ₈₃
₃₇.₃％ ₃₂.₅％ ₁₉.₃％ ₃.₆％ ₃.₆％ ₁.₂％ ₁.₂％ ₁.₂％ ₁₀₀.₀％
図 3　₄₀代シングルマザー世帯の年収階層別の余暇活動
注 ）設問では₁₈項目から ₃ つまでを選択できる．なお，「旅行」「親戚付き合い」「園芸」「自己啓発」「その他」の
項目は回答割合が低かったため，ここでは省略してある．
ひとり親世帯の自立（中澤） 111
₂ ．シングルマザー世帯の最低生計費――北海道調査による試算
（ 1）北海道最低生計費試算調査の概要
　前章では，シングルマザー世帯の生活実態を主に文化的な部分に焦点を当てた．本章では，₂₀₁₆
年に実施された北海道最低生計費試算調査（以下，北海道調査）から，シングルマザー世帯が健康
で文化的な生活を送るためには，どれくらいの費用が必要になるのかを考えてみる．
　北海道調査は，北海道労働組合総連合やさっぽろ青年ユニオン等の協力を得て，₁₂₁₇ケースの
データを集約している．そのうち，ひとり親世帯は₂₀代女性と未婚子からなる世帯＝ ₃ ケース，₃₀
代女性と未婚子からなる世帯＝₁₄ケース，₄₀代女性と未婚子からなる世帯＝₃₀ケース，合計₄₇ケー
スであった．この₄₇ケースのデータからシングルマザー世帯の最低生計費を試算している．
　本調査では，マーケット・バスケット方式（全物量積み上げ方式）を採用している₄）．具体的に
は，主に①生活実態調査（大まかな生活実態を把握し，生活パターンを決定する基礎資料とした．計
₄₈項目），②持ち物財調査（対象世帯が生活に必要なものとして何を持っているかすべて記入してもら
い，必需品を決定する基礎資料とした．計₃₃₃項目），③価格調査（生活実態調査から想定される札幌市
内の店舗に赴き，持ち物財調査で保有を決定した品目について価格を調べる），以上の ₃ つの調査から
成る₅）．
（ 2）最低生計費試算のためのモデル設定
　今回，シングルマザー世帯の最低生計費を試算するにあたって，以下のことを設定した．この
世帯の構成は，母親（モデル A ＝₃₀代，モデル B ＝₄₀代）は，民間企業に勤務しており勤続 ₆ 年と
する．子どもについては，公立小学校に通う女児（中学年）がいる₃₀代母親＋未婚子 ₁ 人世帯モデ
ル（モデル A）と，公立中学校に通う男児と公立小学校に通う女児（中学年）がいる₄₀代母親＋未
婚子 ₂ 人世帯モデル（モデル B）を想定した．
　収入については，以下のように考えている．₂₀₁₅年の厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（北
海道分）よると，企業規模別（₁₀～₉₉人，₁₀₀～₉₉₉人），年齢別（₃₀～₃₄歳，₃₅～₃₉歳）の一般労働
者（女）の所定内給与額（₂₀₁₅年 ₆ 月分）と賞与その他特別給与額の単純平均を用いると，月収
（所定内給与額）＝₂₂万円，一時金（賞与その他特別給与額）＝₅₄万円の，年額＝₃₁₈万円になる．同
様に，₄₀代女性の単純平均額は，月収₂₃万円，一時金₅₄万円の，年額＝₃₃₀万円になる．しかし，
₄）　このマーケット・バスケット方式（全物量積み上げ方式）は，佛教大学金澤誠一氏が労働総研・全労連，
各地域の労働組合との共同で実施した一連の最低生計費試算調査で用いた手法である．
₅）　これらの ₃ 調査のほかに，総務省「家計調査」「全国消費実態調査」など統計資料を利用し，食費，水
道・光熱費，通信費などを試算し，それらを組み合わせて最低生計費試算を行っている．
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これは一般労働者における数字であるので，パートや臨時職員の数字が考慮されていない．やは
り，₂₀₁₅年の厚生労働省『賃金構造基本統計調査』（北海道分）によると，短時間労働者の ₁ 時間
当たりの所定内給与額は₉₂₆円（産業計，企業規模₁₀人以上）であった．これはフルタイムで働いた
としても年額では₂₀₀万円に届くか届かないかの数字である．このように正規か非正規かで賃金水
準が大きく異なってくるのは，周知の通りである．前章でもみたように，シングルマザー世帯の
年収分布は，そもそも二極化している．それゆえに，シングルマザー世帯の母親を代表させて賃
金を設定するのは困難である．今回は，回答者の ₆ 割以上が正規であったことに配慮して，勤労
所得は月収＝₂₀万円，一時金＝₅₀万円，年額₂₉₀万円の想定で試算を行った（モデル A，モデル B
共通）．なお，世帯年収は，児童手当および児童扶養手当等が加わるものとする．
（ 3）最低生計費試算にあたっての配慮
　今回のマーケット・バスケット方式による最低生計費試算は，労働者・国民の生活実態（＂リア
ル＂）を踏まえるという観点（実態生計費）と，憲法で保障されているような＂あるべき生活＂を
実現させる観点（理論生計費）の， ₂ つの側面からアプローチしている．つまり，＂リアル＂から乖
離させないで，なおかつ＂あるべき生活＂とは何かを考える試みであり，それを実現させるため
にいくつかの配慮を行っている．
　第一に，「原則 ₇ 割以上の世帯が保有する品目＝必需品」として最低生計費に組み込んでいる点
である．保有率が ₇ 割以上の品目は，所得弾力性や支出弾力性が小さく，必需品とみなせるから
である．ただし，保有率が ₇ 割に達していなくても保有させているケースもある．たとえば，生
活実態調査によると，暖房器具は「石油ストーブ」「ファンヒーター」「電気ストーブ」のほかに
「エアコン」「ホットカーペット」「こたつ」なども使われていた．同じ機能をもつ品目が複数ある
場合には，単独の保有率は ₇ 割を下回ることもありうる．その場合には，実際に札幌市で生活し
ている方から聞き取りなどを踏まえて，もっとも適当な品目を選定している（ちなみに，今回の札
幌市在住シングルマザー世帯では「石油ストーブ」を保有させている）．
　第二に，品目の消費数量や旅行や飲み会などの消費行動の回数は，「下から ₃ 割の人が保有する
（行動する）数（回数）」で最低生計費に組み込んでいる点である．たとえば，ジャケットを何着持
たせるかは，全体の分布からみて少ない方から数えて ₃ 割の人が保有する数を算定基準として決
定している．また，一泊以上の旅行の回数については，「ほとんど行かない」人もいれば，「年に
₁ ～ ₂ 回」の人もいれば，「年に ₅ ～ ₆ 回」行く人もいて，さまざまな生活パターンが存在する．
このなかから回数や費用を決めるわけだが，その際に「下から ₃ 割」のルールを適用して，中位
の ₅ ～ ₆ 割の数字を取るようにしている．
　このような配慮を行って最低生活費試算を実施したが，＂リアル＂をベースにしているがために，
各支出項目を抑えているシングルマザー世帯の生活実態が試算に影響したことは否定できない．
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たとえば，シングルマザー世帯はふたり親世帯よりも娯楽や人付き合いに使う費用を減らす傾向
がみられる．日帰り行楽や ₁ 泊以上の旅行の頻度は₃₀代₄₀代の子育て世帯よりも低かった．その
ため最低生計費試算では，₃₀代₄₀代子育て世帯は「 ₁ 泊以上の旅行は年に ₂ 回」として最低生計
費に組み込んだのに対して，シングルマザー世帯では「年に ₁ 回」で算定している．
（ 4）北海道札幌市在住シングルマザー世帯の最低生計費試算の結果
　北海道調査から得られたシングルマザー世帯の最低生計費（税・社会保険料込み）は，モデル A
（子どもが ₁ 人いる世帯）で月額約₃₀万円（年間約₃₆₀万円），同じくモデル B（子どもが ₂ 人いる世帯）
で月額約₄₀万円（年間約₄₇₀万円）であった（表₁₃参照）．今回想定した世帯年収では足りず，モデ
ル A で月額約₂₅,₀₀₀円，モデル B で同約₁₀₀,₀₀₀円不足している．それでは，シングルマザー世帯
表13　北海道札幌市在住のシングルマザー世帯の最低生計費（₂₀₁₆年調査）
生計費結果
札幌市
モデル A
₃₀代女性と
子ども ₁人
（小学生）
モデル B
₄₀代女性と
子ども ₂人
（中学生・小学生）
（参考）
₂₀代単身女性
居住面積（賃貸） ₃₀㎡ ₃₇.₅㎡ ₂₅㎡
A 消費支出（ ₁～₁₀） ₂₃₄,₅₁₆ ₃₁₉,₁₉₇ ₁₅₉,₄₇₁
　 ₁ 食費 ₅₀,₂₂₉ ₈₁,₈₆₂ ₃₂,₃₁₀
　 ₂ 住居費 ₃₅,₀₀₀ ₃₉,₀₀₀ ₃₂,₀₀₀
　 ₃ 光熱・水道 ₁₅,₂₅₉ ₁₅,₂₅₉ ₉,₉₃₃
　 ₄ 家具・家事用品 ₁₁,₂₅₄ ₁₂,₃₀₈ ₄,₃₉₈
　 ₅ 被服・履物 ₇,₆₄₁ ₁₁,₀₄₇ ₄,₄₃₁
　 ₆ 保健医療 ₇,₄₈₉ ₇,₄₈₉ ₃,₂₇₄
　 ₇ 交通・通信 ₅₁,₀₁₀ ₅₁,₈₄₃ ₁₇,₄₃₈
　 ₈ 教育 ₂,₁₂₅ ₃₇,₄₈₆ ₀
　 ₉ 教養娯楽 ₂₅,₄₇₇ ₂₉,₅₀₁ ₃₀,₀₆₈
　₁₀その他 ₂₉,₀₃₂ ₃₃,₄₀₂ ₂₅,₆₁₉
B 非消費支出 ₄₄,₆₂₇ ₄₆,₂₅₉ ₄₄,₈₇₈
C 予備費 ₂₃,₄₀₀ ₃₁,₉₀₀ ₁₅,₉₀₀
最低生計費（税抜き）A＋C ₂₅₇,₉₁₆ ₃₅₁,₀₉₇ ₁₇₅,₃₇₁
D 同上（税込み）A＋B＋C ₃₀₂,₅₄₃ ₃₉₇,₃₅₆ ₂₂₀,₂₄₉
　同上（税込み）D ×₁₂ ₃,₆₃₀,₅₁₆ ₄,₇₆₈,₂₇₂ ₂,₆₄₂,₉₈₈
注） ₁  ）消費支出＝食費，住居費，光熱・水道，家具・家事用品，被服・履物，保健医療，交通・通信，
教育，教養娯楽，その他の総和，予備費＝消費支出×₁₀％（₁₀₀円未満を切り捨て），最低生計費（税
抜き）＝消費支出＋予備費
　　 ₂）その他には，理美容品費，理美容サービス費，身の回り用品費，交際費，自由裁量費を含む．
　　 ₃  ）非消費支出には，「社会保険料（厚生年金＋協会けんぽ＋雇用保険）」のほか，「所得税」「住民税（市
民税＋道民税）」を含む．
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が自立するためには，どんな条件が賃金や社会保障制度に求められるだろうか．次章で考えてみ
たい．
₃．シングルマザー世帯が自立するために
（ 1）賃金の最低基準をどこに定めるか
　北海道調査では，若年単身者（₂₅歳女性）の最低生計費も試算した．月額（税・社会保険料込み）
約₂₂万円であった．まずは，若年単身者の＂あるべき＂最低賃金について触れておきたい．最低
賃金は現在，時間給で定められているので，最低生計費＝約₂₂万円を時給換算する必要がある．
月の労働時間については，₁₇₃.₈時間と₁₅₀時間が，現在想定できる最長と最短（最適）である．月
₁₇₃.₈労働時間は，法定上の最長の労働時間で中央最低賃金審議会が用いている数字である．また，
月₁₅₀労働時間は，年間₁₈₀₀労働時間に相当し，豊かでゆとりのある生活を実現するために₁₉₈₀年
代後半に政府が掲げた労働時間である．これらの数字を用いて今回試算された最低生計費を時給
換算すると，₁₇₃.₈時間換算で₁,₂₆₇円，₁₅₀時間換算で₁,₄₆₈円である．つまり，最低生計費調査か
ら得られた最低賃金額は，少なくとも₁,₂₆₇円，人間らしい労働時間を考慮に入れれば₁,₄₆₈円とい
う金額になる．北海道調査だけではなく，他の調査からも同様の金額が最低賃金額として算定さ
れている．労働組合や市民団体が要求する「最低賃金₁,₅₀₀円」の根拠の一つとなっている．ひと
まず，時給₁,₅₀₀円レベルを賃金の最低基準として設定する．
　さて，この金額は，若者一人が人間らしい生活を送るために最低限必要な最低賃金額であり，
子育ての費用は当然のことながら含まれていない．このことに関して木下武男は，一人暮らしを
している若者の賃金の最低水準を「単身者の生計費」にではなく，「子どもを含めた家族の生計
費」に置くことも考えるべきだとする．木下は，シングルマザーが急増しているアメリカの状況
を念頭に置いて，一人の所得者が家族を養えるくらいにすることを賃金の最低基準とすべしと説
く₆）．
　確かに，家族を養えるくらいの賃金水準でなければ，「一人暮らし」から「家族での暮らし」へ
の経済的負担の増大に対して躊躇してしまうだろう．国立社会保障・人口問題研究所「出生動向
基本調査」によると，「結婚できない理由」の第 ₁ 位は，年代性別を問わず「適当な相手にめぐり
会わない」であるが，第 ₂ 位も年代性別を問わず「結婚資金が足りない」となっており，その割
合は年々上昇する傾向にある．また，わが国も離婚率の上昇に伴い，ひとり親世帯はますます増
加している．賃金で「子どもを含めた家族の生計費」を賄えることは，このような現状に対応す
るためにも必要なことであろう．
₆）　木下（₂₀₀₇），₁₀ページ．同様のことを木下（₂₀₁₈），₁₃₇ページでも触れている．
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　それでは，「子どもを含めた家族の生計費」とは，どれほどの水準になるのだろうか．家族の人
数を何人に設定するかによって生計費は大きく変わってくるが，さしあたり「労働者本人と子ど
も ₁ 人分」を賃金の最下限として想定してみる．最低生計費では，札幌市在住のシングルマザー
世帯の子どもが ₁ 人いる世帯（モデル A）の試算結果がこれに相当する．モデル A と若年単身女性
の最低生計費の差は，月額にして約 ₈ 万円であった．これに児童手当や児童扶養手当等の支給を
考慮に入れると，約 ₅ 万₃,₀₀₀円の差額となる．この約 ₅ 万₃,₀₀₀円を加えた金額を先ほどと同様に
時給換算すると，₁,₅₇₀円～₁,₈₂₀円ほどになる．では，現行の最低賃金を₁,₈₀₀円レベルに引き上げ
ることは現実的だろうか．₂₀₁₈年度の最低賃金の加重平均額は₈₄₈円であり， ₂ 倍以上となるこの
水準はリアリティに欠ける．そこで，この時給₁,₈₀₀円レベルを第 ₂ の最低基準として設定してみ
てはどうだろうか．もっと熟練度が低い仕事については，第 ₁ の最低基準＝時給₁,₅₀₀円レベルを
適用する．ある程度，熟練や技能が必要な職種については，第 ₂ の最低基準＝時給₁,₈₀₀円レベル
を適用するのである．もう少し具体的に言えば，看護師や保育士，介護福祉士などの専門職の最
低賃金をこのレベルに設定するのである．これらの専門職の賃金の最低基準が，「子どもを含めた
家族の生計費」を賄えるようなレベルに達すれば，現場で働く専門職の待遇改善につながるだけ
でなく，現行の就業支援の諸施策がより実効性のあるものに大きく変わるだろう．
（ 2）制度を抜ける＝自立か？
　生計費は賃金だけでなく，社会保障との組み合わせで賄われることが考えられるべきである．
とくに，子どもにかかる生計費は社会保障給付で賄われることが国際基準である．先に述べたよ
うに，仮に最低賃金を₁,₅₀₀円レベルに引き上げたとしても，子ども ₁ 人を養育するだけのレベル
には達しておらず（そのためには時給₁,₈₀₀円レベルが必要），賃金の底上げと同時に，義務教育の完
全無償化等を含めた社会保障の充実が不可欠であろう．
　ここでは，ひとり親世帯等への代表的な子育て支援策として設けられている児童扶養手当制度
を中心に，子育て費用をどのように社会化していくべきなのかを考察する．
　現在の児童扶養手当は，扶養する子どもが ₁ 人の場合に，月額 ₄ 万₂,₅₀₀円が支給されている．
ただし，一定以上の所得がある場合にはここから減額されていき（一部支給），所得が制限額を超
えた場合には支給されない仕組みとなっている．果たして，児童扶養手当は，ひとり親世帯の自
立を保障しているのだろうか．
　死別した母子世帯には，遺族年金や母子福祉年金等が設けられていたのに対して，離別した母
子家庭を対象にした所得保障策は存在していなかった．そのため，新たな母子世帯への施策とし
て₁₉₆₁年に児童扶養手当法が成立し，翌₆₂年から児童扶養手当制度がスタートしている．同制度
の当初の目的は，「児童の福祉の増進を図ること」（第 ₁ 条）であった．また，第 ₂ 条では，「児童
の心身の健やかな成長に寄与する
4 4 4 4
ことを趣旨として支給されるもの」とされており，冒頭で述べ
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たように同手当は子どもの養育にかかる費用すべてをカバーするものでないことが明示されてい
た．
　その後，離婚率の大幅な上昇により，給付費が増大するなかで最初の大きな転換点となったの
が，₁₉₈₅年改正である．法目的に，「家庭の生活の安定と自立」の一文が加えられ，所得に応じて
手当額が全部支給と一部支給の ₂ 段階としたことや，元父親に一定額以上の所得がある場合に支
給制限が設けられるなどの改正が行われている．
　そして，₁₉₉₇年に中央児童福祉審議会児童扶養手当部会で報告書「今後の児童扶養手当の在り
方について」が発表されて以降，同報告書の考え方を踏まえて生活に困窮する母子世帯への施策
は，母親の就労による自立を最優先させることになる．
　ここでの自立とは，母親がより賃金の高い職に就くことにより，手当から「抜ける」ことを意
味する．これに対して桜井啓太は，母子家庭への支援は「本来は母子世帯やその子どもの貧困・
低所得を改善するための一つの手段」であり，「貧困を解消するために自立支援があるのであっ
て，貧困を放置しながら自立支援を進めることや，まして自立支援が貧困を生むような事態が
あってはならない」とする．さらに，「制度を適正利用しながら，一人ひとりが自身の生活をコン
トロールできるようになること」が目指されるべきだとする₇）．
　社会保障とは「第 ₂ の賃金」であり，賃金と社会保障の組み合わせで生活を成り立たせるべき
というのが，EU 諸国におけるスタンダードである．シングルマザー世帯の自立とは，就労によっ
て支援の諸制度から抜けさせることではなく，支援を利用しながらも，一人ひとりが自らの能力
を活かして自分らしい生活を実現できることではないだろうか．
（ 3）最低生計費から考える自立のための費用
　図 ₄ は，表₁₃におけるモデル A の最低生計費と，そのうちの子ども（小学生女子）の最低生計費
分を抜き出したものを示したものである（税・社会保険料抜き）．シングルマザー世帯全体の最低生
計費は₂₅万₇,₉₁₆円であり，ここから子どもにかかる分だけ抜き出すとその金額は ₅ 万₄,₀₃₁円と
なった₈）．
　いっぽう，この世帯に支給される社会手当は，児童手当＝ ₁ 万円，児童扶養手当＝約 ₁ 万₃,₀₀₀
₇ ）　桜井（₂₀₁₅），₁₁₄ページ．
₈）　住宅費は，若年単身世帯の住宅費＝₃₂,₀₀₀円を差し引いた₃,₀₀₀円を子どもの分とした．光熱・水道費
は，全体の ₃ 分の ₁ を子どもの分とした．保健医療費は，全体の ₄ 分の ₁ を子どもの分とした（札幌市
の場合，小学生の自己負担率 ₁ 割）．通信費は，キッズ携帯代として₅₀₀円を子どもの分とした．教養娯
楽費は，日帰り行楽の月当たりの金額₂,₅₀₀円のうち₁,₀₀₀円を， ₁ 泊以上旅行の月当たりの金額₂,₅₀₀円の
うち₁,₀₀₀円を，それぞれ子どもの分とした．それ以外は，子ども用のもの，子どもが利用したサービス
料等を計上した．
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円，就学援助＝約₆,₀₀₀円，合計で約 ₂ 万₉,₀₀₀円ほどである．つまり，約 ₂ 万₅,₀₀₀円が不足するこ
とになる．この金額をどのように補充すればよいのか．児童関連の手当の支給額を引き上げるこ
とこそが本来的な社会保障制度の在り方であると思われるが，その他に医療費の窓口負担をゼロ
にする，家賃補助制度を創設する等の施策も考えられる．もちろん，最低賃金の引き上げや，よ
り高い賃金が得られる職業に就けるようにするための就業支援等も有効策となりうるだろう．
お わ り に
　自立とは，誰にも頼らないで生きることではなく，むしろ頼れる存在が数多くあって，そのな
かの一つや二つがたとえ無くなったとしても，そのことに左右されないで生きられる状態なので
ある．
　しかし，現在の雇用や社会保障はとても脆弱で，頼れるものがとても限定されている．にもか
かわらず，国は「我が事，丸ごと」のスローガンのもと，公的責任を放棄し，代わりを地域に押
し付けようとしている．社会保障の歴史を振り返れば，公的責任を強める選択はあっても，それ
を放棄する選択はないはずである．
　さいごに，アンケートの自由記述欄からシングルマザー世帯の切実な声を紹介したい．「所得が
食費，
50,229
, 
住居費，
35,000
光熱・水道，
15, 259
うち子ども分の最低生計費
シングルマザー世帯（モデルＡ）全体の最低生計費（税等抜き）
合計　25万 7 ,916円
合計　5万 4 ,031 円
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予備費， 
4,800
図 4　シングルマザー世帯（₃₀代母親 + 小学生）最低生活費
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ある程度あると，ひとり親世帯には何の助成もない」．頼れるものをもっと増やしていくことが国
の責務であろう．
付表 1
₄₀代女性
母子家庭ですが，そのために学校に進学できないというのは嫌なので，かなりきびしいですが，
進学させています．医療関係なので給料はいい方かもしれませんが，中～高～大学生，塾通い，
そして ₁ 人の収入ではきびしいのに今まで母子関係での国の援助や就学援助全て当てはまらずす
ごく冷たいと思いました．
₃₀代女性
将来を考えると（年金の低下，退職金の低下…），今から貯えが必要と感じるが，日々の生活を切
りつめていっています．介護の仕事も大変ですが，生活のために…と思うと頑張るしかありませ
ん．
₃₀代女性
所得がある程度あると，ひとり親世帯には何の助成もない．上限額を少しだけ多いだけで．決し
て楽な生活ではない．今後の子どもへの学費等考えると．
₄₀代女性
人不足で自分の仕事が後回しになっている．残業が発生し，定時で帰ることができていない．リ
フレッシュしたくても余暇を楽しむ余裕（金銭的・体力的）もなく，家族サービスもできない．
₂₀代女性 パートと正規職員の賃金の差が激しすぎる．
₃₀代女性
正直今の生活では先が不安でしかありません．ひとり親，子育てに住みやすい，生活のしやすい
日本にしてほしいです．子どもが高校にあがるまでは国などの助けがないと苦しいというのが現
実です．
₃₀代女性 税金を高くしても医療費，学費は全て無料の世の中にしてほしい．
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